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１．新型コロナウイルスの企業への影響

２．都内企業のテレワーク実施状況

３．大規模風水害時の企業の出勤等に関する対応



１．新型コロナウイルスの企業への影響

・新型コロナウイルスにより「影響が生じ
ている」と回答した企業は71.3%。
（１月～３月期調査比48.8ポイント増）

・「⾧期化すると影響が出る懸念がある」
と回答した24.6%と合計すると95.9%
に達した。

新型コロナウイルスによる経営への影響（４月～６月期）

企業の景況感（業況ＤＩの推移）

東京商工会議所「東商けいきょう」

東京商工会議所「東商けいきょう」

・４月～６月期の業況DIは前期比
▲43.4ポイントの▲70.1。
2006年4-6月期の調査開始以来、
最大の落ち幅･最低の水準となっ
た。
・売上や採算、資金繰り等の指標も
軒並み大幅に悪化している。

①



２．都内企業のテレワーク実施状況

・テレワークの実施率は67.3％となり、３月の前回調査から41.3ポイント増加した。
・「6割以上の従業員がテレワークを実施している」企業の割合は、緊急事態宣言の解
除直前・直後（5/22時点・55.3%、5/26時点・50.4%）の時点から低下したが（6/1時点・
33.3%、6/15見込み・30.1%）、一定数はテレワークを継続。
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①テレワークを実施している社員はいない
②6割以上の従業員がテレワークを実施している

東京商工会議所「テレワークの実施状況に関する緊急アンケート」
（調査期間5/29～6/5）

(n=138)

東京商工会議所「テレワーク、時差出勤に関する緊急調査」
（調査期間:6/8～6/12）
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３．テレワークの課題

・テレワークを実施した際に生じた課題は、「ネットワーク環境の整備」
（56.7%）、「ＰＣ・スマホ等機器の確保」（55.9%）に続いて、「社内のコミュ
ニケーション」（55.5%）など、多岐にわたる。

・テレワークに取り組んだ企業からは、時間外業務の削減など「働き方改革」が進ん
だという声が多い一方で、「生産性や業績への効果が不明」、「販路等の新規開拓
が困難」、「助成金の申請手続きの簡素化や、助成対象経費の拡充を実現してほし
い」といった課題を指摘する声もあった。

テレワークの課題
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情報セキュリティ体制整備

書類への押印対応

＜テレワークに取り組んだ企業の声＞
・テレワーク導入を機にオンライン決裁を導入するなど、
働き方改革が進んだ。（小売業）

・時間外業務は減少したが、生産性や業績の向上に寄与す
るかは見極められていない。（サービス業）

・テレワークのみでは、実際に各種機械の性能を体感して
いただけないことも影響して商談は進まず、また新規開
拓は全くできない。（製造業）

・成果が見えづらい点が課題。また、成果に応じた人事評
価に変えていく必要がある。（サービス業）

・助成金は非常に有効なので、申請手続きの簡素化や、助
成対象経費の拡充を実現してほしい。（情報通信業）東京商工会議所「テレワークの実施状況に関する緊急アンケート」

（調査期間5/29～6/5）
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４．大規模風水害時など計画運休時の出退勤のあり方

出社抑制・休業の事前取り決めの状況

行っている

42.0%

行っていない

58.0%

・大規模な風水害の発生が見込まれる場合に
備え、従業員等の出社抑制や休業等の判断に
ついて、事前に取り決めを行っている企業は
42.0%にとどまる。

(n=1,345)

ＢＣＰ策定企業の割合

・都内企業のＢＣＰ策定率は
3割にとどまる。

・企業規模が小さくなるにつ
れて、ＢＣＰ策定率は低下
することから、中小企業に
おける策定を促進していく
必要がある。東京商工会議所「会員企業の防災対策に関するアンケート」

（調査期間3/13～3/31）

④




